
寄附金税額控除に係る寄附金受入団体の事務取扱の留意事項 
（熱海市の条例により指定されている寄附金に係る団体の例） 

 
１．寄附金税額控除の適用を受けられる寄附者 
 貴団体に寄附金を支払った個人の方で、寄附金を支出した年の翌年の１月１日現在、熱海市に住所を

有する方は市民税の寄附金税額控除の適用を受けられます。控除額の算出方法は以下のとおりです。 
（貴団体に対し支払った寄附金額 － ２千円） × ６％ 

 
２．寄附をしようとする個人の方に対する周知事項 
 寄附をしようとする個人の方が、自ら支出した寄附金が寄附金控除の対象となるかを容易に確認でき

るようにするために、貴団体が条例指定を受けている都道府県及び市区町村の一覧を作成し、寄附をし

ようとする個人の方に対し交付してください。 
 
３．寄附金受領後の寄附者に対する周知事項 
 寄附者に対しては次の①から⑤の事項について、特に周知してください。 
① 所得税の寄附金控除と住民税の寄附金税額控除の両方の適用を受けるためには、所得税の確定申

告をする必要があること。 
② サラリーマン又は年金所得者で、所得税の確定申告書を提出せず、住民税の寄附金税額控除の適

用のみを受けようとする方の寄附金税額控除の申告については、熱海市に対する簡易な申告によ

ることができるものであること。 
③ 申告に当たっては、貴団体が交付した寄附金受領証明書が必要であること。 
④ 寄附金を支払った年の翌年１月１日前に、寄附者が熱海市の区域外に転居した場合、転居先の市

区町村において貴団体に対する寄附金が条例指定されていなければ、市町村民税の寄附金税額控

除の適用は受けられないこと。 
⑤ 寄附時点の住所地の市区町村が貴団体に対する寄附金を条例指定していない場合であっても、寄

附金を支払った年の翌年１月１日前に熱海市の区域内に転居した場合は、市民税の寄附金税額控

除の適用を受けられること。 
 
４．寄附金を受けた場合の受領証明書等の交付 
 寄附金を受けた場合には、別添３－１の例を参考に、寄附者に対し次の①から④の事項を記載した受

領証明書を交付してください。 
 ① 寄附者の住所  ② 寄附者の氏名  ③ 受領した寄附金の額  ④ 寄附金を受領した年月日 
 なお、受領証明書の交付の際は、必要な事項を記載又は印字した寄附金控除申告書を受領証明書とと

もに交付することなどにより、寄附者の申告に係る負担の軽減にご協力いただきますようお願いいたし

ます。 
 
５．寄附者名簿の作成・保存 
 熱海市に住所を有する個人の方から寄附金を受けた場合は、別添３－２の例を参考に、寄附者の住所、

氏名、寄附金額及び寄附金を受領した年月日の一覧（以下「寄附者名簿」という。）を暦年ごとに作成

し、熱海市課税課に、寄附者名簿を翌年３月１５日までに送付していただきますようお願いいたします。 
また、作成した寄附者名簿は、７年間保存してください。 


